





























































































































































　繰り返しになるが、本論文の目的は、地場産業（中小企業）の地域的工業集積の要因 ( 根拠 ) を突
き止めてきた今までの理論が、その合理性において全て妥当な理論なのか。特に、地域で形成され
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ヴェーバーは、第 3 章「輸送費志向の法則」（邦訳 p 56 ～ 58）では、個々の立地は消費地に最も近






































（クルーグマン 1994 邦訳 p 49 ～ 52）産業が地理的に集積するのは収穫逓増が大きな影響力を持つ
ことを主張した。さらにクルーグマンは集積の要因を具体的に示した。
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　また、マーシャルの地域特化産業の集積つまり企業の集中化の要因として労働力の蓄積、中間投








































































































る産業部門だけに、時にはその部門の一部分だけに従事している村」（マーシャル 1966 邦訳第 2 巻



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































酎醸造所の稼働は著しく減少をしてしまい戦前水準の 3 分の 1 以下になっていた。現在、鹿児島県





































































１）三品頼忠、第 4 章「大都市（大阪）周辺の中小企業集団の構造」（有沢 1960）P69


















６）湖中齊（2009、第 1 章 P19 ～ 37）「第 1 章木綿産業の発達とその分解」のなかで大阪府河内地区の木綿産




































































18）「鹿児島県酒造組合」の資料（2013 年９月）によると、県内の組合員は 17 の支部にわかれており、筆者がそ
のうち蔵元一覧に掲載されている支部（分布地域）11ごとに事業所数を数えると鹿児島（５）、伊集院（11）、
知覧（13）, 指宿（６）、川内（10）、出水（６）、加治木（14）、大隅（9）、鹿屋（6）、種子島（6）、奄美（18）
合計 108 になる。焼酎事業所数の約 6 割に当たる。また「宮崎県酒造組合」の資料（2012 年 12 月）による
と加盟している 37 の事業所（全体の６割ほど）は、支部はないため地域ごとに分布をみると、高千穂（4）、延岡・
日向（3）、西都・高鍋（8）、宮崎（4）、えびの・小林（４）、都城（４）、日南・串間（10）など鹿児島県同様、
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